２５公立東京給第１８６３号　
平成２６年３月３日　
各所属所長　殿
公立学校共済組合東京支部長　　　
比留間　英人　
（公印省略）

「医療費のお知らせ」の送付について

日頃より、短期給付事業に御理解、御協力をいただきありがとうございます。

標記について、下記のとおり送付いたしますので、該当の組合員にお渡しくださいますようお願いいたします。
記

１　「医療費のお知らせ」の内容等

同封の「組合員のみなさまへ」を御覧ください。
２　通知形式

圧着封書により組合員、被扶養者それぞれ個人別に作成し、在職者には交換便等で所属所宛てに、また、任意継続組合員には郵便で自宅に送付しています。個人情報保護の観点から、組合員、被扶養者それぞれ個人別に発行しています。このため、２枚以上になる場合があります。
３　注意事項
（１）「医療費のお知らせ」の記載内容には個人情報が含まれているため、絶対に開封せずに該当組合員にお渡しください。

（２）同封の文書「組合員のみなさまへ」は複写して組合員へ配布してください。

（３）休職・育児休業期間中の組合員、充当指導主事などの方の分も同封していますので、お手数ですが、貴所属所から該当者宛て送付をお願いします。
（４）資格喪失した組合員及びその被扶養者には送付しません。資格喪失者分が含まれている場合は行き違いですので、お手数ですが下記まで御返送ください。
なお、既に被扶養者が資格を喪失している場合であっても、組合員が在職中であれば、当該元被扶養者分を配布してかまいません。
（５）「医療費のお知らせ」表面の住所・氏名は、平成２６年２月１４日現在の登録住所・氏名を印字しています。人事給与システム等から住所が提供される組合員については、登録住所の反映までに時間がかかり、以前の住所が掲載されていることがあります（平成２４年３月１日付２３公立東京給第１６０６号参照）。
（６）「医療費のお知らせ」は、医療費控除の還付申告をする際の参考としても御利用いただけます。ただし、「医療費の領収書等」には該当しませんので、これを添付して医療費控除の還付申告をすることはできません。

（７）組合員から暴力を受けた被扶養者より、「医療費のお知らせ」を配布しないよう申し出を受けている場合は、組合員へ「医療費のお知らせ」を渡さずに、至急、下記に御連絡ください。

４　問合せ先・返送先
〒１６３－８００１
東京都新宿区西新宿２－８－１　教育庁福利厚生部内
公立学校共済組合東京支部　給付貸付課　短期給付係

電話　０３－５３２０－６８２７
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